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《書　評》
矢吹雄平著『地域マーケティング論―地域経営の新地平―』
（有斐閣，2010）
高　　橋　　志　　織 １
はじめに
　本書は，これまで筆者の立場や専門分野によって様々に議論され，必ずしも体系的に整理されてき
たとは言い難い「地域経営」について，その定義や諸特性を明らかにした上で「マーケティング」の
概念を拡張し，独自の理念モデルを展開・提唱している。上記モデルは［マーケティング・ネットワー
クの地域〈基本〉モデル］２及び［〈包括〉モデル］と称され，地域における様々な主体による，各々
の顧客満足に対する組織適応等の集積・競争・連携等によって，最終的には当該地域全体の価値を上
げる［地域マーケティング］の中核的な概念として位置づけられている。
　各種メディアでは毎日のように「地域活性化」「地域おこし」「まちづくり」「地域ブランド化」等
の文字を目にするようになって久しい。言葉の表現は違えども，我が国において「地域（地方）の自
立」を謳い推進する動きは，各地で多種多様な方法・形をとりながら，今後も留まることはないだろ
う。その中で，本書における［マーケティング・ネットワーク］の諸モデルは，地域の自立を目指し
て活動している（あるいはしようとしている）すべての人・組織に，地域全体をマネジメントするマ
クロレベルの視点と，上記マクロの地域経営を担う各主体自身のマネジメントというミクロレベルの
視点の両面において，より自覚的に動いていくための重要な示唆を与えるだろう。
１．本書の構成
　まず，本書の構成を見てみよう。
　　プロローグ　F市における公園の池埋立て事件
　　第Ⅰ部　本書の射程とマーケティング・アプローチの有効性
　　　　第１章　「地域経営」の定義・特性と本書の射程
　　　　第２章　既存研究の現状とマーケティング論的アプローチの有効性
　　第Ⅱ部　［マーケティング・ネットワークの地域〈基本〉モデル］
１　岡山大学大学院自然科学研究科 コミュニケーション教育コース 非常勤講師，D&M SOLUTION代表。
２　本書に倣い，「　」は会話，強調，引用，（　）は思考，補足説明，出典源明示，注記，〈　〉は注意用語，“　”はい
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　　　　第３章　自治体マーケティングの位置づけ・転換・限界
　　　　第４章　［マーケティング・ネットワークの地域〈基本〉モデル］（［中山間地モデル］）
　　　　第５章　［都市部モデル］とNPO支援組織のマーケティング
　　第Ⅲ部　［マーケティング・ネットワーク］の構造と［〈包括〉モデル］
　　　　第６章　自治体の位置づけと［〈包括〉モデル］
　　　　第７章　［〈包括〉モデル］の構造（１）
　　　　第８章　［〈包括〉モデル］の構造（２）
　　　　第Ⅲ部補論　農商工連携における［ネットワーカー］としての自治体の限界と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“川中企業”の可能性
　　第Ⅳ部　［マーケティング・ネットワーク］構築の手段と成果
　　　　第９章　地域通貨
　　　　第10章　地域コミュニティ協働事業推進貯金（現代版地方財政投融資制度）
　　　　第11章　手段および成果としての「地域ブランド」
　　第Ⅴ部　［〈包括〉モデル］の可能性と地域経営の新地平
　　　　第12章　［〈包括〉モデル］の理論的・現実的可能性
　　　　第13章　地域経営の新地平
２．本書の内容
　本書は，著者が幼い頃の思い出とともに愛着を持っていた，近所の公園の池が突然埋められてしま
うという「事件」から始まる（プロローグ）。
　第１部（第１章〜第２章）では，地域経営を「ステークホルダー相互間やステークホルダーと地域
資源との間の価値の交換を効果的・効率的に実現し，地域ブランドの構築を通して地域の価値を高め
ること」（６頁）と定義し，先の「公園の池埋立て事件」の事例を通して，企業経営と地域経営の相
違について考察している。
　具体的には地域経営が，①扱うべき財・サービスの多種多様性，②ニーズ把握の困難性，③ニーズ
別分割供給の困難性，④［主体の複数性］，⑤「地域」概念の重層構造性，⑥「経営」の重層構造的
関係とミクロ・レベルの「経営」指針提示の必要性，⑦「成果指標」設定・評価の困難性，⑧「主体」・
「客体」の曖昧性，⑨「主体」の重複性，⑩［主体化］の重要性，という特性を持っていることから，
企業経営（あるいは企業マーケティング）の諸理論をそのまま持ち込んで議論することができない点
を指摘している。
　次に，ある鎌倉市市民活動家の事例に触れ，地域経営は主体化する住民の数に依存しているが，個
人レベルの主体化には限界があること，したがって組織レベルのマネジメント論が必要であることを
説いている。以上から，本書における地域経営の今日的な課題領域として，地域全体のマネジメント
（マクロレベルの議論）と上記マクロの地域経営を担う各主体自身（組織）のマネジメント（ミクロ
レベルの議論）を示している。また，本書アプローチの限界として，事例からの理念モデルの導出，
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Kotler and Levy［1969］を嚆矢としたマーケティング概念拡張の是非の問題に言及し，理念モデルの
鍵となる［ネットワーカー］を「ネットワークの中心に位置し，各主体によるマーケティング間の情
報共有・調整・共創などをコーディネートする主体」（23頁）と定義した。
　以上を踏まえて，既存の地域経営論が先述の［地域経営の10特性］に対応しきれていないこと，ま
た，近年地域経営に部分的に導入されつつあるマーケティング論的アプローチも，包括的な枠組みを
構築するまでには至っていないこと，そして，地域経営の中心に位置する自治体経営にもマーケティ
ング概念の適用が有効であるものの，現状は企業マーケティングの単なる援用に終始していることを
指摘している。
　第Ⅱ部（第３〜第５章）では，人口減少社会の到来を見越して，自治体経営の「永続性」が基本命
題となりつつある中，各地の自治体は“顧客”たる住民や域外からの観光客・企業ほかを「創造」「維
持」し「満足させる」というマーケティングが中核的機能として期待されていると述べている。上記
の「自治体マーケティング」では，これまで自治体が公共的な財・サービスを一方的に提供する［パ
ターナティ・モデル］から，住民と行政が協働しながら共に新しい価値をつくりあげていく「関係性
モデル」への転換が重視されている。
　また，流通論的視角から，自治体と住民を媒介する存在として地縁型住民組織やNPOを挙げ，これ
らの組織が地域経営における全体の調整（取引）総数を減少させ，調整（取引）コストを削減していると
論じている。地縁型住民組織は自治体の「販売代理」的な側面を持つのに比べ，NPOは住民の「購買
代理」的な側面を持つこと，加えて「価値観の共有性」「主体性」，（取り扱う領域の）「専門性」等の
諸特性から，同組織が真のパートナーとして自治体と協働する方向に向かっているとの見方を示した。
　次に，人口が少なく相対的に仕組みを抽出しやすい中山間地域における事例（京都府旧中郡大宮町
の地域づくり）に注目した。同事例の含意として，市町村レベルの［地域マーケティング］が重層構
造で構成されていること，その実行においては，自治体マーケティングを関係性モデルへ転換し，主
体化した住民を水平対等に結節した上でパートナーとなる購買代理型組織（多くは地縁型住民組織に
よる）を立ち上げること，同代理組織を主体とした地区レベルのマーケティングを実行し，自治体マー
ケティングとともにネットワーク化することを挙げている。以上から，［地域マーケティング］には
自治体マーケティングの包摂が不可欠であり，多様な主体のマーケティングがいかにして［ネットワー
カー］である自治体を軸にネットワーク化されるかが成果の鍵を握ると述べている。このネットワー
クには独立（情報共有）・連携（調整）といった組織間の態様（活動）が含まれ，これを［マーケティ
ング・ネットワークの地域〈基本〉モデル］（以下，［中山間地モデル］）と称した。
　一方，都市部では中山間地に比べ多様なニーズを持つ住民が多数集積し，自治体組織も大規模かつ
複雑化するため両者の論理ギャップが拡大しがちであることから，鎌倉市市民活動センター設立の事
例を通して，［中山間地モデル］とは異なる［都市部モデル］を導出している。
　［都市部モデル］は，関係性モデルに転換した自治体による「やわらかい管理」の下，様々な主体
が水平対等にネットワーク化（しようと）している点では［中山間地モデル］と共通している。しか
し，自治体と住民の間に介在する（住民の購買代理機能を持つ）［結節組織］は，［中山間地モデル］
では地縁型住民組織であり，自治体がこれらを直接ネットワーク化しているのに対し，［都市部モデル］
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ではNPOが［結節組織］となり，NPO支援組織が自治体との間を媒介しながらNPOをネットワーク化
している点が大きく異なると述べている。
　第Ⅲ部（第６章〜第８章）では，［マーケティング・ネットワーク］を組むこと自体の必要性につ
いて改めて述べている。地域経営においては公益性に対する視座が主体ごとに異なるため，その視座
に応じて関連組織を［ネットワーク化］する［ネットワーカー］の存在が不可欠であること，そして
これらのネットワーカーをさらにネットワーク化する，言わば［究極のネットワーカー］は，基本を
関係性モデルに転換した自治体であるべきだと主張している。
　上記主張を明確にするために，ここでは非自治体である商業者や非商業者である郵便局等が ［ネッ
トワーカー］となった２つの事例（㈱黒壁による商店街活性化，郵便局による独居高齢者向けの福祉
サービスシステム）を概観している。その結果，①いずれの事例も人的ネットワークを基盤に組織ネッ
トワークが形成されていること，②上記ネットワークは地域経営における包括的なネットワークの一
部でしかないこと，すなわち，仮に２事例が同一地域内での活動であったとすれば，両ネットワーク
には全く接点がないこと，③主体化している組織メンバーの構成は大きく異なるものの，いずれの事
例も自治体が構成員として参加していることを指摘している。
　以上を踏まえて，商業者による［ネットワーカー］の場合，自ずと地域の範囲が「街（中心市街地）」
に限定されることに加え，利潤追求が主眼となるため地域経営に資する役割に限界があると述べてい
る。同様に非商業者（郵便局）による［ネットワーカー］も，サービスの対象範囲や内容が限定的で
あることから，地域経営全体の中での位置づけも限定的であると結論づけている。
　このように，非自治体による［ネットワーカー］には限界がある中，自治体（［究極のネットワーカー］）
抜きに地域を語ることができない理由として，自治体が有している経営資源の総体的な優位性や成果
変数に関する全体最適の視点の強さ，成果の分配に関する理念的・権限的公平性，地域経営の責任の
所在を挙げている。すなわち，「最終的に地域経営（［地域マーケティング］）に重要なのは，［当事者］
を増殖しながら自治体以外の［ネットワーカー］を育成した上で，［究極のネットワーカー］たるべ
き自治体が，その各部局の連携を通して各［ネットワーカー］を偶然的ではなく必然的に上手に紡ぎ，
より大きな［マーケティング・ネットワーク］を構築することができるか否か，という点にある。」（119
頁）
　これまで，［マーケティング・ネットワーク］の基本構造は，［中山間地モデル］と［都市部モデル］
に分けて論じられていたが，両モデルとも地域内の一定の活動のみに焦点が当てられ，かつ，自治
体・地縁型住民組織・NPO ・NPO支援組織といった限定的主体で構成されるに留まっていた。これら
の［〈基本〉モデル］に，商工会議所・経済同友会・観光協会・農協などの中間組織３や，企業・大学・
第３セクター等，地域内の多種多様な組織が包括的に編み込まれれば，地域経営の理念形の１つとし
て［マーケティング・ネットワークの地域〈包括〉モデル］（以下，［〈包括〉モデル］）が形成される
と述べている。［〈包括〉モデル］の中では，「非営利組織」や［場所］のマーケティングのみならず，［社
会変革キャンペーンのマーケティング］等，企業マーケティング論から概念拡張された各種マーケティ
３　著者はNPO関連以外の分野で「NPO支援組織」と類似した支援・媒介・とりまとめなどの公的機能を有する組織の総
称として「中間組織」という語を用いている。（本書24頁参照）
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　上記主張を明確にするために，ここでは非自治体である商業者や非商業者である郵便局等が ［ネッ
トワーカー］となった２つの事例（㈱黒壁による商店街活性化，郵便局による独居高齢者向けの福祉
サービスシステム）を概観している。その結果，①いずれの事例も人的ネットワークを基盤に組織ネッ
トワークが形成されていること，②上記ネットワークは地域経営における包括的なネットワークの一
部でしかないこと，すなわち，仮に２事例が同一地域内での活動であったとすれば，両ネットワーク
には全く接点がないこと，③主体化している組織メンバーの構成は大きく異なるものの，いずれの事
例も自治体が構成員として参加していることを指摘している。
　以上を踏まえて，商業者による［ネットワーカー］の場合，自ずと地域の範囲が「街（中心市街地）」
に限定されることに加え，利潤追求が主眼となるため地域経営に資する役割に限界があると述べてい
る。同様に非商業者（郵便局）による［ネットワーカー］も，サービスの対象範囲や内容が限定的で
あることから，地域経営全体の中での位置づけも限定的であると結論づけている。
　このように，非自治体による［ネットワーカー］には限界がある中，自治体（［究極のネットワーカー］）
抜きに地域を語ることができない理由として，自治体が有している経営資源の総体的な優位性や成果
変数に関する全体最適の視点の強さ，成果の分配に関する理念的・権限的公平性，地域経営の責任の
所在を挙げている。すなわち，「最終的に地域経営（［地域マーケティング］）に重要なのは，［当事者］
を増殖しながら自治体以外の［ネットワーカー］を育成した上で，［究極のネットワーカー］たるべ
き自治体が，その各部局の連携を通して各［ネットワーカー］を偶然的ではなく必然的に上手に紡ぎ，
より大きな［マーケティング・ネットワーク］を構築することができるか否か，という点にある。」（119
頁）
　これまで，［マーケティング・ネットワーク］の基本構造は，［中山間地モデル］と［都市部モデル］
に分けて論じられていたが，両モデルとも地域内の一定の活動のみに焦点が当てられ，かつ，自治
体・地縁型住民組織・NPO ・NPO支援組織といった限定的主体で構成されるに留まっていた。これら
の［〈基本〉モデル］に，商工会議所・経済同友会・観光協会・農協などの中間組織３や，企業・大学・
第３セクター等，地域内の多種多様な組織が包括的に編み込まれれば，地域経営の理念形の１つとし
て［マーケティング・ネットワークの地域〈包括〉モデル］（以下，［〈包括〉モデル］）が形成される
と述べている。［〈包括〉モデル］の中では，「非営利組織」や［場所］のマーケティングのみならず，［社
会変革キャンペーンのマーケティング］等，企業マーケティング論から概念拡張された各種マーケティ
３　著者はNPO関連以外の分野で「NPO支援組織」と類似した支援・媒介・とりまとめなどの公的機能を有する組織の総
称として「中間組織」という語を用いている。（本書24頁参照）
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ングが，様々な主体によって展開されており，それらがある地域の中で集積・競争・連携・連結して
いると論じている。
　また，自治体やNPO・町内会・企業等の各主体は必ず「生活者」が持つ様々な顔の一部を“顧客”
等として取り扱っており，地域における諸々の活動主体をすべて包括すれば，論理的には住民の生活
者としての全側面を網羅できるとしている。上記構造を，岡山経済同友会，福山市消費生活センター，
旧日本道路公団中国支社他の事例を通して明らかにした。
　第Ⅳ部（第９章〜第11章）では，通常困難と考えられる地縁型住民組織とNPOのマーケティングの
ネットワーク化について取り上げ，両組織への関与を通じて専門性を深め，主体化した住民であれば，
上記ネットワーク化を可能にすると述べている。しかし個人に依存したネットワーク化は，［人的ネッ
トワークの偶然性］に左右される危険性があるため，これはあくまでも補完的な手段として位置づけ
た方がよいとしている。そこでこれまでも主張されてきたように，自治体が両組織の包括的なネット
ワーカーとして有力視されるが，その実現には（両組織を）一括して担当する部署が不可欠であり，
自治体マーケティングを関係性モデルへ転換した上で，当該NPOの「専門性」と地縁型住民組織の「地
縁性」について，両組織と同等に精通する必要があると述べている。加えて，当部署が庁内各部局の
［内部ネットワーカー］として機能することも要件として挙げている。
　いずれにしても，個人や自治体を媒介・触媒とした両組織のマーケティングのネットワーク化には
一定の限界があり，それらを補完する場の設定と仕掛けが不可欠であると説いている。そこで，上記
仕掛けにおける１つの“道具”として，当該地域内に存在する経営資源をシャッフルし，最大限有効
に活用することができる「カネ」すなわち，「地域通貨」に注目した。ここではこれまでの地域通貨
研究を整理し，［〈包括〉モデル］の中における地域通貨の位置づけ及び考察を行っている。具体的に
は，地域通貨を［相互扶助促進型］と［地域経済振興型］の２種類に絞り，前者の本質が「個人レベ
ル」で住民を「無意識的」にネットワーク化しているのに対し，後者は個々の住民（消費者）による
法定通貨を媒介とした自由な経済活動を「地域」の中に封じ込めていると指摘している。そして，い
ずれの型の通貨であっても，地域活性化のライフサイクルの初期段階で使用するには追加的な仕掛け
が不可欠であると述べている。
　このように地域通貨が持つ限界を踏まえて，とりわけ自治体を筆頭に，地縁型住民組織やNPO・
NPO支援組織のような（資金循環が自律的に構築されにくい）非営利部門における資金循環を促す仕
掛けとして，［地域コミュニティ協働事業推進貯金］（以下，LCC貯金４）を提案している。
　他方で，近年注目を増している「地域ブランド」にも言及しており，これまでの議論から「地域資
４　Local Community Collaboration Promotion Fundの略。具体的には①地縁型住民組織やNPO，地域住民等が，地域の範囲
を特定化した郵便局窓口に出向き，自組織が持っている問題意識やニーズを事業化するための名称（例えば「荒れ果て
た児童公園の蘇生」等）を付したLCC貯金を開設する。②LCC貯金の創設後，郵便局は当該事業名称と残高の情報を公
開し，その事業に賛同した近隣の住民組織やNPO，あるいは個々の住民等は自主的な金額のLCC貯金を積み増しする。
③当該LCC貯金の稼働後，一定期間内に専門家組織あるいは有志と自治体が「協働」で事業に必要な見積もりを行い，
見積金額をLCC貯金残高に併記してその時点の「資金充足率（目標達成率）」を掲示する。④資金充足率を優先順位の
指標としながら，ゆうちょ銀行がLCC残高預金と同額の資金をマッチング融資する。更に追加的資金が必要な場合は，
自治体が確保している［LCC貯金マッチング事業］を優先順位順に配分して事業を実施することを提案している。
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源ブランド」と「地域ブランド」を識別し，後者が前者を包含する関係であることを踏まえて，対地
域「外」ブランドと対地域「内」ブランド双方を取り上げた包括的な「地域ブランド」の構造解明を
試みている。ここでは，長野県小布施町の事例を通して，地域ブランドは地域経営主体による各種マー
ケティングのネットワーク化によって育成される「成果」としての側面と，構築された地域ブランド
の活用を通じて，地域経営主体の各マーケティングのネットワーク化が促進されるという「手段」と
しての側面を併せ持つと述べている。
　第Ⅴ部（第12章〜第13章）では，これまで様々な事例を通して提示されてきた［〈包括〉モデル］
を構成している６種類のマーケティングについて整理している。すなわち，①自治体を主体とし，主
に住民を客体とした「自治体マーケティング」。②NPOや地縁型住民組織などの民間非営利の［結節
組織］を主体とし，受益者を客体とした「地縁型住民組織／NPOのマーケティング」。③NPO支援組
織や商工会議所・経済同友会等の中間組織を主体とし，会員組織や地域社会全体を客体とした「民間
非営利中間組織のマーケティング」。④自治体やNPO・各種中間組織等を主体とし，客体となる住民
その他の自治意識向上などを促す［社会変革キャンペーンのマーケティング］。⑤CSRやSRI５等を意
識して，「地域社会の中の企業」という視点が強調された「企業CSRマーケティング」。⑥自治体や商
工会議所／商工会・経済同友会・観光協会・観光NPOが主体となり，他地域の住民や企業等の客体に
当該地域を様々な形で売り込む［場所のマーケティング］である。
　［〈包括〉モデル］では，地域内に存在する様々な主体によるマーケティング（②や⑤）を，NPO支
援組織も含めた各種中間組織が［ネットワーク化］した上で（③），［究極のネットワーカー］である
自治体が，最終的にネットワーキングする姿（①④⑥）が構想されている。これらの成果は各種組織
自身のブランドと同時に「地域資源ブランド」及び「地域ブランド」として結実され，それらの量的
総計が「地域の価値」として考えられると述べている。先述の６種のマーケティングは，さらに次元
別にA「営利・非営利組織のマーケティング」，B［社会変革キャンペーンのマーケティング］，C［場
所のマーケティング］に集約することができ，「地域」という空間におけるA〜Cのマーケティングの
集積・競争・連携・連結が［〈包括〉モデル］であると論じている。
　そして［〈包括〉モデル］の理論面及び現実面における可能性に触れ，同モデルが［地域経営の10特性］
すべてに対処していること，A〜Cのマーケティングを使い分けることにより，“顧客”を有する全組
織の事実上すべての財やサービスの提供に資すること，NPOが議員に類似した役割を，各種NPO支援
組織が議会に近似した役割を果たしているという意味で，議会制民主主義の理想的姿を一部具現化し
ていることを示唆している。最後に，［〈包括〉モデル］を地域経営の指針とする上で回避できない課
題として，地域の外枠を決める道州制の導入問題，ガバナンスの鍵を握る地方議会の改革，組織レベ
ルのモデルを支える個人の自立について言及し，拡張されたマーケティング概念とネットワーク概念
の“触媒反応”が今後の地域経営の新地平を開くことを展望し本書を結んでいる。
５　CSRは企業の社会的責任を意味し，SRIは社会的責任投資を意味する。
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ケティングのネットワーク化によって育成される「成果」としての側面と，構築された地域ブランド
の活用を通じて，地域経営主体の各マーケティングのネットワーク化が促進されるという「手段」と
しての側面を併せ持つと述べている。
　第Ⅴ部（第12章〜第13章）では，これまで様々な事例を通して提示されてきた［〈包括〉モデル］
を構成している６種類のマーケティングについて整理している。すなわち，①自治体を主体とし，主
に住民を客体とした「自治体マーケティング」。②NPOや地縁型住民組織などの民間非営利の［結節
組織］を主体とし，受益者を客体とした「地縁型住民組織／NPOのマーケティング」。③NPO支援組
織や商工会議所・経済同友会等の中間組織を主体とし，会員組織や地域社会全体を客体とした「民間
非営利中間組織のマーケティング」。④自治体やNPO・各種中間組織等を主体とし，客体となる住民
その他の自治意識向上などを促す［社会変革キャンペーンのマーケティング］。⑤CSRやSRI５等を意
識して，「地域社会の中の企業」という視点が強調された「企業CSRマーケティング」。⑥自治体や商
工会議所／商工会・経済同友会・観光協会・観光NPOが主体となり，他地域の住民や企業等の客体に
当該地域を様々な形で売り込む［場所のマーケティング］である。
　［〈包括〉モデル］では，地域内に存在する様々な主体によるマーケティング（②や⑤）を，NPO支
援組織も含めた各種中間組織が［ネットワーク化］した上で（③），［究極のネットワーカー］である
自治体が，最終的にネットワーキングする姿（①④⑥）が構想されている。これらの成果は各種組織
自身のブランドと同時に「地域資源ブランド」及び「地域ブランド」として結実され，それらの量的
総計が「地域の価値」として考えられると述べている。先述の６種のマーケティングは，さらに次元
別にA「営利・非営利組織のマーケティング」，B［社会変革キャンペーンのマーケティング］，C［場
所のマーケティング］に集約することができ，「地域」という空間におけるA〜Cのマーケティングの
集積・競争・連携・連結が［〈包括〉モデル］であると論じている。
　そして［〈包括〉モデル］の理論面及び現実面における可能性に触れ，同モデルが［地域経営の10特性］
すべてに対処していること，A〜Cのマーケティングを使い分けることにより，“顧客”を有する全組
織の事実上すべての財やサービスの提供に資すること，NPOが議員に類似した役割を，各種NPO支援
組織が議会に近似した役割を果たしているという意味で，議会制民主主義の理想的姿を一部具現化し
ていることを示唆している。最後に，［〈包括〉モデル］を地域経営の指針とする上で回避できない課
題として，地域の外枠を決める道州制の導入問題，ガバナンスの鍵を握る地方議会の改革，組織レベ
ルのモデルを支える個人の自立について言及し，拡張されたマーケティング概念とネットワーク概念
の“触媒反応”が今後の地域経営の新地平を開くことを展望し本書を結んでいる。
５　CSRは企業の社会的責任を意味し，SRIは社会的責任投資を意味する。
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３．本書の特徴
　ここでは本書の特徴について，マーケティングの理論的側面及び読者の立場における実務的側面か
ら述べてみよう。
　本書では，マーケティング概念の拡張自体の是非は問わず，概念拡張の新たな援用の方向性を提示
し，これを補完的に支持する立場を表明している（22頁）。
　例えば，Kotlerが概念拡張において想定しているマーケティングが「組織の達成しようとする目的
といわゆる4Pからなる手段との関連という枠組を基本構造」とした，「マーケティング管理のことで
あり，技術としてのマーケティング」（堀越 ［2005］ 105頁）だとすれば，このことからも直感的に看
取できるように，通常，マーケティングと経営の関係を語る際には，前者は後者の「１つの道具」と
して位置づけられることが多い。しかし，本書ではマーケティングの「技術／道具」としての援用も
さることながら，地域においてはむしろマーケティングこそが経営を可能にする
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という観点から，両
概念の関係を大胆に位置づけし直している点に大きな特徴（独自性）がある。
　特にマーケティング・パラダイムの関係性モデルを基盤にして，「主体－客体」関係をあえて曖昧
にし，最終的には全ての人・組織が地域経営を担う主体となることを志向する点，また，主体それぞ
れのマーケティングが様々な形で［ネットワーク化］されるという動態的な切り口によって，ある種
“生き物”のような地域の経営をまるごと考察している点において，これまでのマーケティング概念
拡張の枠を超えたダイナミズムを与えている。換言すれば，地域経営全体のマーケティング（マクロ），
地域経営を部分的あるいは包括的に担う主体／組織のマーケティング（ミクロ），今回主眼が置かれて
はいないが，主体／組織における個人のマーケティング（マイクロ）それぞれが，［〈包括〉モデル］の
中で入れ子状になっている構造は極めて緻密で力強い。上記構造から，読者はマーケティングのレベ
ルが大小あるいは縦横無尽に切り替わる（切り替えることができる）柔軟な視点を獲得するのである。
　このように独創的かつダイナミックに展開される［地域マーケティング論］であるが，「地域経営」
の定義及び10特性の導出に始まり，自治体を含む営利／非営利各種組織のマーケティングや「地域通
貨」，「地域ブランド」等の理論的整理，「LCC貯金」等の具体的施策の提案，そして地域経営に資す
る各地事例の考察が丹念かつ丁寧に行われている。このことは，「複数の事例の組合せから抽象度の
高い理念モデルを展開せざるを得ない」方法論的限界（21頁）の克服を助け，読者の納得性を高めて
いると言えよう。ただし，上記の方法論的限界と納得性の問題について，敢えて気になる点を挙げる
とすれば，マーケティング・ネットワークのとりわけ［〈包括〉モデル］において，［究極のネットワー
カー］として重要な役割を果たす「自治体」の視点による事例の考察がほとんど見られない点である。
無論，本書の主眼は，従来の自治体が住民等へ一方的に財やサービスを提供する［パターナティ・モ
デル］から脱却し，各種主体が自律的に地域経営を担うことにある。その意味で（時には反面教師と
しての）示唆にあふれる「自治体ではない組織」の事例を取り上げていることは充分理解できる。し
かし，［〈包括〉モデル］の実現に際し，そのグランドデザインを描く（描ける）のはまぎれもなく自
治体であり，本書の主要な読者として自治体関係者も当然想定されているはずである。この点を考慮
すれば，成果の有無や多寡は別として，「関係性モデルに転換した（あるいはしようとしている）自
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治体の［ネットワーカー］としての活動」に類する事例を，その困難や葛藤も含めて詳しく記述し考
察することはむしろ欠かせない作業ではないだろうか。
　筆者も仕事柄，自治体や本書でいう中間組織と一緒に「地域おこし」や「地域資源／ブランド」の
創成に関わることも少なくない。そのような立場から本書の意義を改めて述べるならば，地域経営の
一端を担う自身の立ち位置・活動が［地域マーケティング］という枠組みを通じてより一層明確にな
ることが挙げられる。言い換えれば，他主体と［ネットワーク化］することの必要性（意義）と可能
性を“発見”し，「地域」及び「地域経営」に対する視野をさらに広げること，その中で「互いの満
足のために互いが動く」ための「技術／道具」として各種マーケティングを駆使することを「自覚」
させるということである。すなわち，どのような立場であれ，本書を読めば読者は自ずと地域経営の
担い手（［当事者］）として［主体化］することを求められるという意味で，本書は強力な啓蒙書とし
て機能していると言っても過言ではない。
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「矢吹雄平先生の思い出」
　以上，本書の特徴について筆者なりにまとめてみたが，最後に恩師である矢吹雄平先生の思い出に
少し触れて締めくくりたい。
　矢吹先生には研究室の第１期生６として，修士論文指導のみならず社会人としての礼儀や仕事の進
め方に至るまで厳しく指導していただいた。厳しいといっても，その語り口はいつも穏やかで温かく，
言葉から想像されるようなスパルタ式？の指導では決してない。先生の厳しさを端的に表現するなら
ば「自分自身も含めて人と真摯にかつ徹底的に向き合うこと」に他ならない。ゆえに先生の観察眼は
鋭く，こちらが何も言わずとも，中途半端な意識や（無自覚な）“甘え”，ひいては何に悩んでいるの
かまで，たちどころに見抜かれる怖さがあった。そして，それらの問題を解決するために，先生は常
に相手の目線・立場に立って，丁寧にアドバイスしてくださった。先生が教育の現場でよく口にされ
ていた言葉は，「私は皆さんにマッチ（考えるための道具）を渡してその擦り方を教えることしかで
きない」であった。筆者はこの言葉こそ，学生や院生を［主体化］させるためのメッセージであった
と感じている。今回，『地域マーケティング論』の書評執筆を通じて，先生ご自身が常に「相手満足」
の意識のもと，［主体化］した［マーケティング・ネットワーカー］として，日々理論を実践してお
られたと改めて実感した次第である。先生から学んだ「マーケティング」とそれを実践する先生の姿
は，筆者の人生において時に厳しい問いを突きつけながら，今後も大きな糧であり続けるだろう。
矢吹先生，縁あって未熟な私をご指導くださり有り難うございました。
先生から学んだことと感謝の気持ちは言葉ではとても言い尽くすことができません。
６　岡山大学大学院文化科学研究科　矢吹研究室2007年度修了。
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